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１ 趣旨
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１（１）取組みの背景

 本市では、計画相談支援・障害児相談支援
（以下、「計画相談支援等」）の充実に向け、
計画相談支援運営ガイドブックの作成、基
幹相談支援センターを中心に宮城県相談支
援従事者初任者研修への協力等に取り組ん
できた。

 これにより、計画相談支援等を行う指定特
定相談支援事業所及び利用者数は、徐々に
増加してきたが、今なお、多くの方がセルフ
プランにより障害福祉サービスを利用して
いる状況にある。

 こうした状況を踏まえ、仙台市障害保健福
祉計画に基づく取組みの一環として、計画
相談支援等がより利用しやすい環境の整備
を目的に実態の把握を行うもの（＊１）。

２

＊１ 障害者保健福祉計画とは、障害者基本法第11条第3項に定める市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（市町
村障害者計画）であり、本市の障害者施策全体の方向性を定めるもの。
上記計画における、基本方針３「地域での安定した生活を支援する体制の充実」に基づき実施するもの。

指定特定相談支援事業所数と計画作成者数の推移
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１（２）実態把握に係る取組みの経過

３

年月日 取組み

令和５年12月～令和６年１月
セルフプランにより障害福祉サービスを利用する障害
児者（以下、「セルフプラン利用者」という）を対象とし
たアンケート調査

令和6年6月～7月
指定特定相談支援事業所（以下、「指定特定」という）
を対象としたアンケート調査

令和6年11月～令和7年2月

追加調査（障害福祉サービス事業所を対象とした計画
相談支援等への新規参入の意向に関する調査、指定
特定や主任相談支援専門員等を対象とした各種ヒア
リング等）

上記の各種調査結果を踏まえ、目的の達成に向けた課題と取組みの方向性について整
理する必要がある。



２ 実態把握の取組み

４



２（１）指定特定を対象としたアンケート調査（※参考資料１参照）

「支援の実施」×「事業所運営」の状況から整理した指定特定の類型

類型 支援の実施（＊２） 事業運営（＊３） 事業所数（＊４）

類型Ａ 良 良 10事業所

類型Ｂ 課題あり 良 8事業所

類型Ｃ 良 課題あり 16事業所

類型Ｄ 課題あり 課題あり 13事業所

＊２ 「支援の実施」については、計画相談支援等の実施上の困難さ（問22）の回答を得点化し、平均点以上の事業所を「良」、平均点
以下の事業所を「課題あり」と整理。

＊３ 「事業運営」については、事業の経営・運営状況（問２９）の回答において、「指定特定のみの収益で、独立採算は可能である」又は
「現状指定特定のみの収益で、独立採算できていないが、運営上の工夫で可能であると考えている」と回答した事業所を「良」、
「指定特定のみの収益で、独立採算は不可能である」と回答した事業者を「課題あり」と整理。

＊４ 事業の経営・運営状況（問２９）の回答において、「わからない」と回答した４事業所は除外。

対象：市内５６事業所（５１事業所から回答）

５



２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

類型Ａのうち、支援の対象とする障害
種別を特定している事業所はない

支援の対象とする障害種別の特定

６

計画相談支援等を提供する障害児者の法人内外で実施する
障害福祉サービスの利用状況

類型Ａが計画相談支援等を提供する障害
児者のうち、約９７％が他法人の障害福祉
サービスを利用している
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相談員の配置人数（常勤換算）

２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

相談員の勤務状況

類型Ａに勤務する相談員のうち、７５％
が専従で配置されている

類型Ａのうち、７０％の事業所が常勤換算
2名以上の相談員を配置している
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２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

事業所において算定している基本報酬区分

類型Ａのうち、３０％の事業所が機能強化
型（継続）サービス利用支援費（＊５）
（Ⅰ～Ⅱ）を算定している

＊５ 相談支援専門員の配置等について手厚い体制を整えている事業者の取組みを評価する観点から、体制に応じた段階別の基本報
酬区分設定するもの（報酬単価は、（Ⅰ）＞（Ⅱ）＞（Ⅲ）＞（Ⅳ）の順に高い）。

＊６ 地域づくり、人材育成、困難事例への対応など地域の中核的な役割を担う相談支援専門員。相談支援従事者現任研修受講後、
3年以上の実務経験を経て、主任相談支援専門員研修を受講することにより配置可。 ８
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相談員の職種
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相談支援員 その他

類型Ａに勤務する相談員のうち、約１９％
が主任相談支援専門員（＊６）である



２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

請求や労務等を担当する事務職員の配置

９

事業所において算定している体制加算（＊７）の数
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類型Ａのうち、６０％の事業所が２つ以上
の体制加算を算定している
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配置している 配置していない

類型Ａのうち、５０％の事業所が請求や
労務等を担当する事務職員を配置して
いる。

＊７ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ・Ⅱ）、要医療児者支援体制加算（Ⅰ・Ⅱ）、行動障害支援体制加算（Ⅰ・Ⅱ）、精神障害支援体制
加算（Ⅰ・Ⅱ）



２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

計画相談支援等に係る事務作業等についての困難さ 計画相談支援等に係る事務作業について、
困難に感じていることへの工夫（類型Ａ）

 経理・労務業務の外注化
 事務員の雇用
 事務作業を法人内の他部署にて対応

 勤退管理についてクラウド型の労務ソ
フトにて管理

 Ｗｅｂ会議システム等ＩＣＴの活用
など

類型Ａの事業所は、多様な方法により
事務作業の効率化に取り組んでいる

類型Ａのうち、計画相談支援等に係る事
務作業に強い困難さ（「とても当てはま
る」を選択）を抱えている事業所はない
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２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

計画相談支援等に関する業務と
それ以外の業務の時間の比較

類型Ａのうち、９０％の事業所が業務時
間のうち9割以上を計画相談支援等に
関する業務に充てている
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＊８ 問26-1～26-12の回答について、「連携がとりやすい＝４点」、「どちらともいえない＝３点」、「連携がとりにくい＝2点」、
「これまで連携したことがない＝1点」とし、得点化（最大48点）。平均点である約37点以上のものを「関係機関と円滑な連携を
図っている指定特定」として整理。

関係機関との連携状況

類型Ａのうち、８０％の事業所が関係機関
との円滑な連携（＊８）を図っている
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２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

各区障害者自立支援協議会（以下、「区自立協」という）
の参加状況（令和5年度）
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協が行う会議体に半分以上参加している

計画相談支援等を提供する障害児者数

類型Ａのうち、７０％の事業所が100人以
上の障害児者に計画相談支援等を提供し
ている

20%

19%

15%

13%

15%

20%

25%

19%

8%

30%

25%

13%

8%

20%

25%

31%

38%

10%

13%

19%

15%

0% 50% 100%

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

250人以上 200人～249人 150人～199人

100人～149人 50人～99人 1人～49人



２（１）指定特定を対象としたアンケート調査

類型Ａのうち、７０％の事業者が月平均10
件以上のサービス利用支援費を請求して
いる

＊９ 障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請に係る障害児者等の心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情
を勘案し、利用する障害福祉サービス又は地域相談支援の種類及び内容等を記載した「サービス等利用計画案」を作成する。
支給決定若しくは、支給決定の変更の決定又は地域相談支援給付決定後に、指定障害者福祉サービス事業者等との連絡調整等の便宜を供与すると
ともに、支給決定又は地域相談支援給付決定に係るサービスの種類及び内容、担当者等を記載した「サービス等利用計画」を作成する。

＊１０支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間内において、当該者に係るサービス等利用計画が適切であるかどうかにつき、モ
ニタリング期間ごとに、障害福祉サービス又は地域相談支援の利用状況を検証し、その結果及び心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用
に関する意向その他の事情を勘案し、「サービス等利用計画」の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜を供与する。
①「サービス等利用計画」を変更するとともに、関係者との連絡調整等を行う。
②新たな支給決定若しくは支給決定の変更の決定又は地域相談支援給付決定が必要と認められる場合において、当該支給決定障害児者又は地域相
談支援給付決定障害者に対し、当該申請の勧奨を行う。

１３

1月あたりの平均的な
サービス利用支援（＊９）費の請求件数

1月あたりの平均的な
継続サービス利用支援（＊１０）費の請求件数

類型Ａのうち、６０％の事業所が月平均30
件以上の継続サービス利用支援費を請求し
ている
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２（１）指定特定を対象としたアンケート調査：類型Ａの特徴の整理

多様な手法に
よる業務効率化

多様なケースに
対応可能な枠組み

充実した
人員体制

関係機関との
ネットワーク

専門性の高い
職員の配置

多くのケースに対する
効果的な支援

×
安定的な事業運営

１４

【支援面のメリット】
多様なケースに対応することによる
支援経験の蓄積 等
【経営面のメリット】
様々なルートからのケースの
エンゲージメント 等

【支援面のメリット】
手厚い体制による質の高い支援、
支え合いによる燃え尽きの防止 等
【経営面のメリット】
機能強化型（継続）サービス利用支
援費の算定 等

【支援面のメリット】
組織内の人材育成の充実、専門的知
識に基づく支援の実施 等
【経営面のメリット】
主任相談支援専門員配置加算等の
各種体制加算の算定 等

【支援面のメリット】
相談時間の確保による多くのケース
への支援の提供、支援経験の蓄積

等
【経営面のメリット】
安定的な報酬の算定 等

【支援面のメリット】
多機関協働による重層的支援の実
施、組織を超えた支え合い等
【経営面のメリット】
連携による円滑な業務実施、主任相
談支援専門員配置加算等の算定（一
部要件） 等



２（２）セルフプラン利用者を対象としたアンケート調査（※参考資料２参照）

計画相談支援等の利用を希望する背景

 こどもが発達障害の疑いを指摘されているが、利用
できるサービスがわからない。

 部屋を片付けたいが、どこに連絡すればいいかわか
らない。

 生活や就労に関する相談をしたいが、どこに相談す
ればよいかわからない。

 全てを独力で調整しなればいけないことは労力がか
かるし、限界がある。

 利用するサービスの検索や問い合わせ、見学等をす
べて担わなければならず負担が大きい。

 こどもが客観的にどのくらいできているのかわから
ずに悩んだ。相談員がいてもらえるとありがたい。

など

16%

18%

14%

41%

47%

35%

12%

8%

17%

31%

28%

34%

0% 50% 100%

全体

障害児

障害者

今すぐ利用したい
将来に不安があるので、いずれ利用したい
利用するつもりはない
わからない

計画相談支援等の利用希望

セルフプランで障害福祉サービスを利用
する障害者の５割、障害児の６割が計画相
談支援等の利用を希望している

セルフプランで障害福祉サービスを利用す
る障害児者は、生活上多様な困りごとや、
サービス調整の苦労を抱えている

１５

対象：6,276名（1,463名から回答）



名前も内容も

わからない

33%

名前は知っている

が、内容はわから

ない

30%

名前は知らないが、

内容は知っている

3%

名前も内容も

知っている

34%

計画相談支援等の認知度 計画相談支援等の利用希望と認知度の関係

２（２）セルフプラン利用者を対象としたアンケート調査

計画相談支援等の利用希望が不明な障害
児者ほど認知度が低い

計画相談支援等について、サービス
の名前や内容等の認知度が低い

１６

20%

27%

32%

47%

28%

36%

29%

22%

5%

2%

3%

3%

46%

35%

36%

28%

0% 50% 100%

いますぐ利用したい

将来的に利用したい

利用希望なし

利用希望不明

サービスの名前も内容もわからない
サービスの名前は知っているが，内容はわからない
サービスの名前は知らないが，内容は知っている
サービスの名前・内容を知っている



２（２）セルフプラン利用者を対象としたアンケート調査

35%

18%

14%

52%

54%

41%

3%

5%

10%

9%

22%

35%

0% 50% 100%

Ａ

Ｂ

なし

31%

9%

44%

35%

8%

21%

17%

35%

0% 50% 100%

区分4～6

区分なし・1～3

今すぐ利用したい

将来に不安があるので、いずれ利用したい

利用するつもりはない

わからない

障害程度別の計画相談支援等の利用希望

障害が重い方のほうが、計画相談支援等を
今すぐ利用したい割合が高い

複数の障害福祉サービスを利用している
方のほうが、計画相談支援等を今すぐ利
用したい割合が高い

27%

9%

39%

34%

7%

21%

26%

36%

0% 50% 100%

複数サービス利用者

単一サービス利用者

今すぐ利用したい

将来に不安があるので、いずれ利用したい

利用するつもりはない

わからない

障害福祉サービスの利用状況別の
計画相談支援等の利用希望

１７

【障害児】 【障害者】 【障害者】



２（２）セルフプラン利用者を対象としたアンケート調査

セルフプランにより障害福祉サービスを利用する理由

20%

19%

18%

13%

10%

9%

8%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

どの相談支援事業所に相談すれ

ばよいかわからないから

自分で使う障害福祉サービスは

自分で決めたかったから

そもそも，計画相談支援・障害児

相談支援について知らないから

障害福祉サービスの確保や調整

を自分で行うことができるから

障害福祉サービスのことについ

て，相談できる人がいるから

対応できる相談支援事業所がみ

つからないから

利用するのが大変そうだから

どの相談支援事業所に相談すればよいか
わからない方が少なくない

34%

14%

18%

55%

69%

61%

10%

16%

19%

1%

2%

2%

0% 50% 100%

Ａ

Ｂ

なし

31%

9%

44%

35%

8%

21%

17%

35%

0% 50% 100%

区分4～6

区分なし・1～3

困りごとがあり、対処できていない 困りごとはあるが、対処できている

特に困りごとはない わからない

障害程度別の困りごとへの対処状況

障害が重い方のほうが、生活上の困りごとに
対処できていない割合が高い

１８

【障害児】 【障害者】



２（３）ヒアリング等の追加調査①

指定特定の支援力向上のポイント 習得を要する知識・技術等

支援の基盤となる理念や知識

 計画相談支援等の基本的な進め方
 各障害の特性や疾患に関する知識
 ソーシャルワークの理念・理論
 訪問や面接技法
 ストレングス視点
 障害福祉サービス、その他関連する制度の知識 など

適切な支援関係の構築の進め方

 チームアプローチによる抱え込みの防止
 対象者との適切な物理的・心理的距離感
 自己覚知
 積極的な支援を求めない当事者へのアプローチ など

地域資源の実情の把握
 障害福祉サービス事業所の特徴の把握
 障害福祉サービス以外の地域資源の把握
（インフォーマルな資源も含む） など

情報収集
 当事者の理解を主眼とした情報の収集
 必要に応じた関係機関との情報連携 など

見立ての構築と
支援方針の策定の進め方

 収集した情報の組み立てと解釈による見立て
 表面化した問題の背景の理解
 見立てに基づく蓋然性の高い支援方針の策定 など

関係機関との連携協働の進め方
 関係機関に対する支援方針の説明・共有と合意形成
 支援方針に基づく具体的な役割の分担、関わり方の整理 など １９

【支援実施上の困難さに関する指定特定を対象としたヒアリング：支援力向上のポイント】



２（３）ヒアリング等の追加調査①

人材育成の現状 指定特定からの具体的な意見

習熟度に応じた学びの
機会の不足

 新人や未経験者を育成する体制が整っていない。
 人材育成が一時的なものに留まり、継続的な学びの機会がない。
 リーダーシップを発揮できる人材の育成が十分ではない。
 定期的な研修の機会が不足しており、スキルが向上せず、効果的な支援を
行うことができない。

 初任者研修後すぐに現場に出ても、何から始めたらよいかわからないこと
が多々ある。 など

ＯＪＴの機会の不足

 法人の内部で相談や助言を受ける体制が整っていない。
 理論だけでは効果的な支援の実践はできないが、支援に必要なスキルを現
場で学ぶ機会が少ない。

 研修等で知識を得ても、現場実践の中でどのように活用できるのか迷いが
ある。

 現場実践に対するフィードバックがなく、自信をもって支援にあたることが
できない。 など

日々の負担の分かち合い、
支え合いの機会の不足

 支援内容の範囲役割分担が明確ではないため、ストレスやプレッシャーを感
じる。

 人材が短期間で離職してしまうことが多い。
 相談支援業務は、精神的な負担が大きく、燃え尽きてしまうことも多い。
メンタルヘルスのケアが重要。

 事業所内や地域のグループ等で学び合える環境がなければ、孤立感が大き
くなる。

 一人事業所等同じ立場や経験年数同士の交流の機会があると良い。 など ２０

【支援実施上の困難さに関する指定特定を対象としたヒアリング：指定特定における人材育成の現状】



２（３）ヒアリング等の追加調査②

対象：市内５８０法人（122法人から回答）
※31/122法人は、すでに指定特定実施済のため下記集計から除外

計画相談支援等への新規参入の課題

81%

79%

77%

74%

66%

66%

64%

57%

49%

47%

38%

0% 50% 100%

安定的な経営・運営方法がわからない

各種加算の種類や算定要件がわからない

相談支援専門員等の人材の確保や育成が困難

障害児者の相談支援に関する事業の経験のなさ・不足

請求方法がわからない

指定特定の指定要件や手続きがわからない

制度や支援プロセスに関する知識がない・不足

幅広い障害種別や年代の障害児者に対する支援経験がない・不足

関係機関との連携体制がない・不十分

指定以外の手続き（登記や定款、事業計画の変更等）がわからない

利用者の確保の見通しが持てない

準備を進めている

6%

検討中で

ある

14%

現状検討には

至っていない

が、今後検討の

余地はある

32%

参入するつも

りはない

48%

計画相談支援等への新規参入の意向

回答があった事業所の5割（約50法人）が、
計画相談支援等の新規参入に前向きな意
向を示している

前向きな意向を示す法人は、計画相談支援等
への新規参入を進めていくにあたり、多様な
課題を抱えている

2１

【計画相談支援等への新規参入の意向に関する障害福祉サービス事業所を対象とした調査】



２（３）ヒアリング等の追加調査③

情報提供の内容に
関する意見

 制度のみの説明だけではなく、どのような相談ができ、自分の生活にとって
どのようなメリットがあるのか、具体的に示す必要がある。

 計画相談支援等を利用した好事例を紹介すると、よりイメージがしやすい。
 自分の障害特性やニーズに沿った対応ができる指定特定を選択できるよう、
より具体的に事業所の特徴等を発信する必要がある。

 学校や障害福祉サービス事業所等の関係機関を介して、つながってくる
ケースが多い。問題が大きくなる前に予防的に計画相談支援等につながる
大切さを市民だけではなく、関係機関も理解する必要がある。

 本来は、指定特定の計画相談支援等の対応の空き状況について示されてい
ると良い。 など

情報提供の手法に
関する意見

 文字のみの説明だけではなく、図を用いたり、フォントを工夫するなど読み
やすく、理解しやすい配慮が必要である。

 動画を用いるなど理解しやすいよう配慮が必要である。
 指定特定の特徴等を発信していくにあたっては、サービスの質の確保とい
う点から、各事業所に作成してもらうことが望ましい。

 WAM NET（ワムネット）や指定特定のホームページにリンクをはる等既存
の情報資源を活用することも含め検討が必要。 など

情報提供に係る
留意点

 計画相談支援等に関する情報提供を改め、市民の理解が促進されたとして
も、すぐに利用できない実情があり、計画相談支援の受け皿の拡充等とセッ
トで考えていく必要がある。

２２

【市民への情報提供のあり方に関する障害当事者・主任相談支援専門員を対象としたヒアリング】



２（３）ヒアリング等の追加調査④

計画相談支援等の必要性のポイント 具体的な対象像

障害福祉サービス事業所間の
連携の推進、支援の一貫性の確保

 複数種類のサービスを利用している障害児者
 単一サービスであっても複数の事業所を利用し
ている障害児者

ライフステージの変化等に応じた支援の
連続性の確保

 将来に渡って、サービスの利用が必要と考えられ
る障害児

状況の変化等に伴う新たなサービスの
調整・確保や適応の促進

 乳幼児から学齢、学齢から成人といったサービス
の移行期にある障害児

 単身生活の開始、主介護者の喪失等生活環境に
大きな変化が生じた障害児者

 サービス利用が不安定であり、変更の可能性が見
込まれる障害児者

専門的かつ手厚い支援体制の確保

 医療的ケア児者、重度心身障害児者、強度行動障
害、病院・施設等から地域移行した障害児者

 生活上、複雑かつ複合的な課題を有している障害
児者

自己決定の推進
 本人・家族による情報収集やサービスのマネジメ
ントが困難な障害児者

２３

【計画相談支援等が特に必要な対象像に関する主任相談支援専門員を対象としたヒアリング】



２（３）ヒアリング等の追加調査⑤

計画相談支援等につなぐ課題 関係機関からの具体的な意見

計画相談支援等の受け皿の不足
 計画相談支援等の供給量が不足しており、対応可能な事業所
が見つからない。

指定特定に関する情報の不足

 対応の可否は、月により流動的であるが、空き状況の把握が
ないため、検索が困難である。

 各指定特定の特徴（障害種別ごとの得手不得手等）を把握して
おらず、対象者に適切な支援を提供できる事業所がわからな
い。

指定特定の支援の質や関係性の問題

 児童の支援や社会資源、行政手続き等について習熟していな
い指定特定が少なくなく、支援に介入してもらうことで、逆に
支援が円滑に進まなくなることがある。

 特に開設間もない指定特定は、つながりが乏しく、実態がわか
らないため、対象者を紹介することに不安を感じる。そのため、
日頃より連携関係のある指定特定につなぐことが多い。

計画相談支援等に関する支援者の
理解不足

 事業所の職員が委託相談との違いや、指定特定の役割につい
て、十分にわかっていないことがある。

 学校関係者などは、計画相談支援等について十分にわかって
いないように感じる。

計画相談支援等の制度のわかりにくさ
 計画相談支援等の仕組みや、利用することによるメリットが利
用者にとってわかりにくく、説明がしにくい。

２４

【計画相談支援等につなげていくための課題に関する関係機関を対象としたヒアリング】



３ 課題と取組みの方向性について（案）

2５



３（１）指定特定の対応力の向上

２６

０２
指定特定の事業運営の

安定化

 事業の経営・運営に困難さを抱
える事業所が少なくない。

 継続的に支援を提供していくた
め、支援力の向上＋事業の経営・
運営の安定化が必要。

 「効果的支援」と「安定的な事業
運営」を両立している指定特定
は、多様な手法による工夫を講
じている。

「効果的支援」と「安定的な事
業運営を両立する事業所のノウ
ハウを水平展開するため、研
修・個別相談を行う。
その他、「計画相談支援運営ガ
イドブック」改訂、体制加算に係
る研修の拡充に取り組む。

0３
指定特定を支える体制の
充実(※参考資料３参照)

 「一人事業所」が多く、関係機関
と必ずしも円滑な連携を図るこ
とができていない場合がある。

 業務の負担を分かち合い、支え
合う機会も不足しており、バーン
アウトが懸念。

 連携の拠点である区自立協も十
分に活用されていない状況。

指定特定を支える体制の充実
に向け、各区自立協において、
地域の実情に応じた取組みを
計画・実施する。
また、取組みの進捗管理・評価
を地域部会において行う。

01 
指定特定の支援力の向上

 計画相談支援等の一連のケース
ワーク過程において困難さを抱
える事業所が少なくない。

 背景として、習熟度に応じた学
びの機会や、ＯＪＴ機会の不足が
ある。

指定特定の支援力の向上のた
め、研修やＯＪＴのあり方につい
て、評価・研修部会において協
議する。



３（２）計画相談支援等へのアクセシビリティの向上

２７

０５
計画相談支援等に関する

情報提供の強化

 セルフプラン利用者に計画相談
は十分に認知されていない。

 このことは、関係機関から計画
相談支援等につなぎにくいこと
にも影響している。

 本市における既存の情報提供に
ついては、よりわかりやすくする
ための工夫・配慮が必要との指
摘がある。

市民の目線でよりわかりやす
いよう、計画相談支援等に関す
る本市ホームページ等における
情報発信の内容を見直す。

0６
計画相談支援等に円滑に
つながる為の仕組みの整備

 重度の障害を有する方や、複数
種類のサービスを利用している
方が、計画相談支援等をすぐに
利用したいと考えている。

 計画相談支援等が特に必要な対
象として、利用するサービスの種
類、ライフステージ、サポート体
制等の観点から整理が必要。

 前記０１～０５の事柄が計画相談
支援等へのつなぎにくさに

前記０１～０５の取組みを進め
つつ、計画相談支援等が特に必
要な対象が確実につながる為
の仕組みの整備のあり方につ
いて検討する（＊）
＊計画相談支援等の供給状況を踏まえ
た、対象像のさらなる精査、必要となる
具体的な支援等

0４
計画相談支援等の
受け皿の拡充

 セルフプラン利用者の多くが計
画相談支援等の利用を希望して
いるが、供給量の不足は明らか
であり、受け皿の拡充が必要。

 障害福祉サービス事業所等の中
には、計画相談支援等への新規
参入に前向きな意向を示す事業
所があるが、多様な課題を有し
ている。

障害福祉サービス事業所等を
対象に計画相談支援等への新
規参入に係る課題に応じた研
修・個別相談を実施する。


